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厚生労働行政を支える統計を整備する　
　証拠に基づく政策立案（EBPM, evidence-based policy making）
を推進するためには、現状を分析するための統計データが必要で
す。このため、厚生労働省では、出生、婚姻、労働者の雇用、賃金、労
働時間、医療、社会福祉等に関する大規模な統計調査を実施して
います。
　その結果は政策の企画立案において大きな役割を果たすととも
に、GDP推計や民間の景気判断にも活用されています。
　また、WHO（世界保健機関）やOECD（経済協力開発機構）等の国
際機関と協力し、統計データの国際比較等に取り組んでいます。

情報セキュリティの確保や
職場環境のデジタル化を通じて
業務効率化を推進する 
　情報化の発展とともに新たなサイバーセキュリティのリスク
や脅威が発生しています。こうした中、厚生労働省では、日々巧
妙化するサイバー攻撃に対して適切な対応を行えるよう、省内
の情報システム運用部門と連携し、サイバー攻撃等を検知した
際の初動対応等の支援や、事案の発生から終息に至るまでの状
況等を分析し、情報システムの安全性確保、被害の拡大防止対
策に取り組むとともに、職員自らが適切な対応を行えるよう、周
知・啓発、訓練、研修を通じた理解促進にも取り組んでいます。
　また、多様な働き方への対応やより効率的な職場環境の整
備が求められる中で、ビジネスチャットツールの活用、テレワー
クやWeb会議の利用促進など、デジタル技術を通じたペー
パーレス化・業務効率化を実現するため、省内のシステム環境
の整備及び安定運用に取り組んでいます。

経済社会発展における労使関係に着目する　
　現在、春闘での労使交渉における賃上げは、社会的に注目を集
めています。しかし春闘では、賃上げ以外にも仕事と家庭の両立支
援や高齢者・障害者雇用といった様々な労働条件等も議題とされ、
労使交渉が行われています。
　また、労使関係においては、百貨店の労働組合等のストライキも
社会で注目されています。
　厚生労働省では、このような春闘やストライキに関する情報等を
労使団体から日々情報収集し、政策課題の解決や政策立案のため
に活用しています。

政府の政策決定はもとより、国民の意思決定に幅広く利用され社
会の発展を支える基礎ともなる各種統計調査を実施し、公表して
います。また、国民の重要な情報資産を預かる立場から、厚生労
働行政における情報セキュリティ対策及び情報システム整備を
進めています。
加えて、労使団体等に係る連絡調整なども行っており、総合的な
労働政策の策定と労使関係の安定に寄与しています。

Our Mission

統計調査
厚生労働分野の政策立案に必要となる、人
口動態や世帯・雇用・医療等の国民生活に
深く関わる統計の整備・調査に取り組んで
います。

サイバーセキュリティ・
情報システム管理
厚生労働行政における情報セキュリティの
確保や情報システムの整備を通して、安全
かつ効率的な職場環境の維持、改善を行っ
ています。

労使関係
安定した労使関係は、経済社会の発展の基
礎となるものであり、労使と政府の間での対
話促進等に取り組んでいます。

部局の所掌分野

Hot Topics
統計から分かる出生数の推移

　人口動態統計は、出生、死亡、婚姻、離婚及び死産
の各事象について、市区町村において各種届出書
等から作成された人口動態調査票を、収集し集計し
たものです。
　このグラフは、令和4年及び令和5年の毎月の出生
数（速報値）の推移を表したものです。
　令和4年と令和5年を比較すると、出生数が減少し
ていることが分かります。
　「過去」の積み重ねにより、「今」を分析し、データ
に基づき「未来」に向けた施策を検討・導入する。統
計は施策の基礎となるものです。
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データの活用を通して
ひと、くらし、みらいを支える

政策統括官
（統計・情報システム管理、
労使関係担当）
D i r e c t o r -Gene r a l  f o r  S t a t i s t i c s ,  
I n f o rma t i on  S y s t em  Managemen t  
a nd  I n du s t r i a l  R e l a t i o n s

令和6年能登半島地震への対応について
　令和6年1月1日に発生した能登半島地震においては、省の司
令塔として、情報収集や職員の現地派遣等の緊急対応を行いま
した。また、省全体で復旧・復興をしっかりと後押しするため、省
内各部局と調整し、健康・医療・福祉・労働での分野横断的な支
援を実施しています。

国立高度専門医療研究センターの運営を支え、
全ての人に健康と安心を
　当課が所管する国立高度専門医療研究センター（6つの国立
研究開発法人の総称）は、それぞれが国民の健康に重大な影響
のある疾患（がん、循環器病、感染症等）に関し、最先端の研究開
発や医療提供等を行っています。
　令和6年度からは、女性の健康や疾患に特化した研究等を推
進するナショナルセンター機能を、国立成育医療研究センターに
整備していきます。
　また、令和7年度以降に、国立国際医療研究センターと国立感染
症研究所を統合し、研究と臨床の機能を併せ持つ感染症総合サイ
エンスセンターとなる国立健康危機管理研究機構を創設します。

科学技術の発展等、従来の延長線上にない様々な革
新的な開発が日々進んでいます。大臣官房厚生科学
課では、保健医療分野で世界に先駆けた科学技術を
確立する研究の推進や戦略策定を総括しています。
また、近年自然災害などが相次ぐ中で、国民の暮らし
や健康を守るため、災害発生時の緊急対応や復旧・復
興に向けた各種調整、大規模食中毒等重大な健康危
機への対応を行っています。加えて、医薬品等の安全
性の確保や危害の発生防止等に関する施策の実施状
況を評価・監視するため、医薬品等行政評価・監視委
員会を運営しています。

Our Mission

科学技術推進と
危機管理の司令塔

大臣官房
厚生科学課
Min i s t e r ’ s  S e c r e t a r i a t  
H e a l t h  S c i e n c e  D i v i s i o n

デジタル技術の活用により
厚生労働分野のDXを推進する
　人口減少・少子高齢化の進展に伴い、医療・介護サービスの担
い手が減少している中で、医療・介護現場における効率化や生産
性の向上が求められています。そのため、健康・医療・介護分野
におけるICT利活用等を進めるべく、データヘルス改革や医療DX
を部局横断的に推進しています。
　また、デジタル社会の公的基盤であるマイナンバー制度の適
正な運営や利活用の推進、多くの国民の皆様の生活に深く関わ
る厚生労働行政に関する手続のオンライン化など、デジタル技
術を活用した行政サービスの革新を進めています。
　このほか、定型的な業務をロボットに任せ、厚生労働省の職員
が国民のための仕事に注力できるよう、業務改革の一環として、
資料作成業務や集計業務等におけるRPA（Robotic Process 
Automation）の本格導入を進めています。

我が国の人的資源や財政資源に関する制約が強まる
一方、社会の個人化やニーズの多様化が進む中で
は、デジタル技術を最大限活用することにより、一人
ひとりのニーズにきめ細かく対応できる形で、行政
サービスの在り方を全面的に革新することが求めら
れています。
こうした取組が、厚生労働省全体として効果的・効率
的に進められるよう、厚生労働行政のDX（デジタルト
ランスフォーメーション）をはじめとした、情報政策全
般を推進しています。

Our Mission

デジタル技術を活用し、
厚生労働行政を変革する

大臣官房
情報化担当
参事官室
Min i s t e r ' s  S e c r e t a r i a t
Office  o f  t h e  Coun s e l l o r  f o r  
I n f o rma t i on  T e chno l og y  Managemen t  
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